
 

【８７】理数学生応援プロジェクト（拡充） 
 

平成２０年度概算要求額：250百万円

（平成１９年度予算額：50百万円）

事業開始年度：平成１９年度

事業達成年度：平成２３年度

 

 
 

 

科学技術・学術政策局基盤政策課 （課長：山脇 良雄） 

 

 

 

 

 

 

将来有為な科学技術関係人材を育成するため、理系学部を置く大学（短期大学及び大学院大学を除く）にお

いて、１）入試等選抜方法の開発・実践、２）教育プログラムの開発・実践、３）意欲・能力を伸ばす工夫し

た取組等、理数分野に関して強い学習意欲を持つ学生の意欲・能力をさらに伸ばすことに重点を置いた取組を

行う（注）。本事業は文部科学省から各大学への委託によって実施する。 

平成１９年度から本事業を実施しているが、採択大学は首都圏または近畿圏の大規模大学のみとなっている

平成２０年度は、地域的なバランスや大学の規模・様態（総合大学・単科大学等）の点で充実を図るため、計

１５大学で本事業を実施する。 

（注）医師、看護師、弁理士等の特定職業人育成を目的とした取組は除く。 

 

 

 

閣議決定「第３期科学技術基本計画」では「効果的な理数教育を通じて理科や数学に興味・関心の高い子どもの個

性・能力を伸ばし、科学技術分野において卓越した人材を育成していく必要がある」として、「大学入学者選抜の影響

に関わらず才能ある児童生徒の個性・能力の伸長を図ることができるよう、高等学校と大学の接続、いわゆる高大接

続の改善を進める。具体的には、高等学校段階において顕著な実績をあげた生徒がアドミッション・オフィス（ＡＯ）入

試等の方式により適切な評価が得られるようにする」とされている。 

また、「長期戦略指針「イノベーション２５」」（平成１９年６月１日閣議決定）においても、「意欲・能力の高い理数系学

生を選抜するための入試方法開発及び実践、これらの学生の才能を開花させるためのカリキュラム開発や実践・早期

の研究室配属・学会参加等の取組の促進」をすべきとされている。 

これらを踏まえ、本事業を拡充し、学部段階において積極的に優れた資質を有する学生を見出し特別な教育を行う

拠点大学をさらに増加させることにより、優れた科学技術関係人材を育成する取組みの強化を図ることは、将来のイノ

ベーション創出のために不可欠である。 

 

 

 

【事業に投入されるインプット】 

本事業は、１）生徒の理数に対する意欲・能力を適切に評価し、選抜するための入試等選抜方法の開発・実

践、２）学生の意欲・能力を更に伸ばすための教育プログラム開発・実践、３）早期研究室配属や国内外の

学会等への参加等、学生の意欲・能力を伸ばす工夫した取組等に係る経費として、２４０百万円（１６百万円

×１５大学）、また、委託大学の選定・評価等のための有識者からなる企画評価委員会運営などに係る経費と

して１０百万円を予定している。 

 

【事業アウトプット】 

本事業の実施により、全国の理系学部を持つ大学のうち、約５％（１５校／全国の理系学部を持つ大学約

３００校）において、以下の活動が見込まれる。 

・ ＡＯ入試（実験、実技、プレゼンテーション、レポート、討論、受賞歴、面接等による評価・選抜）、推薦入試（評定

平均値、受賞歴、面接等による評価・選抜）、転学部・転学科・転コース等一般入試を経て入学した在学生を対象と

する評価・選抜（転入学を含む。）等、生徒の理数に対する意欲・能力を適切に評価し、選抜するための入試等

選抜方法の開発・実践 

・ 専用カリキュラムの編成、高度な専門教育、専門英語教育の実施、特別講義・集中講義の実施、アドバンス実

験・実習の実施等、一般学生と共通の授業科目履修に加え学生の意欲・能力を更に伸ばすための教育プログラム

開発・実践 

早期の研究室配属（指導担当教員の指名）、国内外学会参加、国内外先端研究施設・工場等視察、低年次から

のインターンシップ、学習・修学支援チューターの配置等、学生の意欲・能力を伸ばす工夫した取組 

●関係課 

●主管課 

●事業の概要 

●効率性 

●必要性 



 

 

 

【事業アウトカム】 

 本事業の取組みによって、各採択大学から優秀な研究者・技術者の卵が輩出され、将来のイノベーシ

ョンの創出を担うことが期待できる。また、事業の周知を通じて、他大学も意識喚起され、自主的に意

欲・能力の高い学生を見出し、特別な教育環境を提供することにより優秀な学生を育てていこうとする

取組みが展開されることが期待できる。 

よって、効率性の観点から妥当である。 

 

【想定できる代替手段との比較考量】 

本事業は国の委託事業として実施するが、例えば、国立大学法人運営費交付金や私立大学等経常費補

助金等の基盤的経費により実施することとした場合には、投入される資源量は、本事業費相当額の節約

が見込まれるものの、事業を実施するか否かの判断は個々の学校の裁量に委ねられるため、事業実施の

確実性がなく、また、実施した場合においても、事業成果等は広く社会に情報提供されないことから、

全国的な普及・定着が期待できず、本事業ほどの活動量が期待できない。 

 

以上から、本事業によって効果が最も効率的に得られるものと判断できる。 

 

 

 

① 施策目標 

施策目標５－１ 科学技術関係人材の育成、確保、活躍の促進 

科学技術創造立国の実現に向けて、若手研究者や女性研究者、さらには外国人研究者などの多様多才な

個々人が意欲と能力を発揮できる環境を形成するとともに、初等中等教育段階から研究者等の育成まで一貫し

た総合的な人材育成施策を講じ、人材の質と量を確保する。 

 

施策目標６－２ 科学技術に関する国民意識の醸成 
科学技術の社会的な信頼を獲得するために、成人の科学技術に関する基礎的素養（科学技術リテラシー）を
高める活動を推進する。また、幼少期から高齢者まで広く国民を対象として、科学技術に触れ、体験・学習でき
る機会の拡充を図る。 

 

② 得ようとする効果及びその達成見込み 

本事業の実施により、社会における、理数に対して強い学習意欲を持つ学生の意欲・能力をさらに伸ばす

教育を行う大学の顕在化・重視が図られ、また、開発された教育プログラムの普及により、各地の国公私立

の大学及び高等学校等において高大接続の改善が推進され、意欲・能力の高い学生がさらに伸びる効果を見

込んでいる。 

 

その達成見込みについては、高等学校等を対象に推進している「スーパーサイエンスハイスクール支援事業」

が、生徒の科学技術に関する能力の向上に効果を発揮していること、また１９年度本事業への応募大学数が採択

数に比して多く、本事業への期待・取組みの意欲が高いことが確認できていることから、成果が期待できると判断し

た。 

 

③ 事業開始時に想定した効果及び１８年度までに得られた効果 

本事業の開始時（平成１９年度）においては、本事業の実施により、社会において、理数分野に関して強い学習

意欲を持つ学生の意欲・能力を更に伸ばす教育を実践する大学の顕在化・重視が図られること、また、開発

された教育プログラムのモデルの構築、普及により、各地の国公私立大学及び高等学校等において、高大接

続の改善が推進され、意欲・能力の高い学生がさらに伸びる効果を想定した。 

 

・ 本事業の支援拠点は、北海道から沖縄までの全国を対象にする予定であり、公平性は担保できると判断する。 

・ 医師、看護士、弁理士等の特定職業人養成を目的とした取組は、本事業の対象から除く。 

 

 

 

達成目標５－１－５「今後の課題及び政策への反映方針」において、大学学部段階において理数に興味・関心の

高い学生の科学技術に関する能力の向上を図るための「理数学生応援プロジェクト」を充実させると記載されてい

る。 

 

 

 

採択結果を記者クラブに配布予定 

 

 

特になし 
●備考 

●１８年度実績評価結果との関係 

●有効性 

●広報計画 

●公平性、優先性 



理数学生応援プロジェクト 平成２０年度概算要求額 ２５０百万円（平成１９年度予算額 ５０百万円）

目
的
目
的
○理数に対して強い学習意欲を持つ学生の意欲・能力をさらに伸ばすことに重点をおいた学部教育を行う取組を充実。（教育プ

ログラム開発や入試方法の開発等に必要な経費を支援）

将来の研究者・技術者を目指す学生に対し、広い視野の育成と、
研究推進能力や研究開発技能の育成など、大学院での教育研
究活動につながる基本的・基礎的な力をバランスよく育成しつつ、
学生の意欲・能力をさらに向上させる取組を実施

対
象
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象 理数に強い学習意欲

を持つ学生に適した
進路の拡大
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、
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○理系学部（ただし、医師、看護師、弁理士等の特定職業人養成を目的とした取組は除く。）

【大学】

学
部
段
階
に
お
け
る
理
数
教
育
の
充
実

高校時代に培った理数に関する強い学習意欲や能
力を一層引き出し大きく伸ばすための取組み

１．生徒の理数に対する意欲や能力を適切に評価、選抜する
ための入試方法の開発・実践

２．一般学生と共通の授業科目履修に加え、学生の意欲・能
力をさらに伸ばすための教育プログラムの開発・実践

３．学部１年次からの研究室配属、学会参加、企業との共同
研究体験等の工夫を凝らした取組


